
Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設業（技術者制度）をとりまく現状

参考資料２

令和５年１２月２２日
適正な施工確保のための技術者制度検討会（第２期）
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○建設投資額はピーク時の平成４年度：約84兆円から平成23年度：約42兆円まで落ち込んだが, 

その後,増加に転じ, 令和４年度は約67兆円となる見通し（ピーク時から約20％減）。

○建設業就業者数（令和4年平均）は479万人で, 20年前（平成14年平均）から約22％減。

○うち建設技術者数（令和４年平均）は37万人で, 20年前（平成14年平均）から横ばいで推移。

建設投資、就業者数の推移

資料出所：国土交通省「令和4年度建設投資見通し」、総務省「労働力調査」

1. 令和2年度、令和3年度は見込み額、令和4年度は見通し額
2. 政府建設投資のうち、東日本大震災の復旧・復興等に係る額は、平成23年度1.5兆円、平成24年度4.2兆円と見込まれている
3. 平成27年度から建設投資額に建築補修（改装・改修）投資額を計上している 2



建設業への入職者の動向

※ 雇用動向調査（厚生労働省）より

減少傾向にある

○ R4年度の建設業への入職者は約22万人であるが、H14年度の入職者より約60%減少。
○ 建設業における新卒入職者の３年目までの離職率は、大卒者で約３割、高卒者で約４割～５割で横ばい傾向。
⇨ 製造業に比べて、高卒者で約15%、大卒者で約10%も離職率が高く（R2年度）、若年入職者の確保に課題。

製造業より
離職率が高い

※ 新卒学卒者の離職状況（厚生労働省）より 3
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監理技術者資格者証保有者数の推移 監理技術者資格者証保有者の年齢構成

監理技術者資格者証保有者数の推移

※ 全職種合計（業種間の重複無し、各年度末時点での数値）
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○監理技術者資格者証保有者について、資格者証の保有者数は近年約６６～６８万人で推移している。

○一方で、保有者の高齢化が進展している。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

建設産業における働き方の現状

出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
年度報より国土交通省作成

建設業について、
年間の出勤日数は
全産業と比べて12日
多い。
また、年間の総実労働
時間は全産業と比べ
て68時間長い。

出典：国土交通省「適正な工期設定による
働き方改革の推進に関する調査」
（令和５年５月31日公表）
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建設業における平均的な休日の取得状況

9.5% 7.2% 34.2% 23.2% 24.0%
1.9%

公共工事の方が、「4週8休(週休2日)以上」の割合が高い

全体

公共工事
の受注が
ほとんど

民間工事
の受注が
ほとんど

14日
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「4週6休程度」が最多 技術者・技能者ともに
４週８休(週休２日)の
確保ができていない場
合が多い。
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業種別の賃金推移（毎月勤労統計調査より）

21,275 

19,079 

21,489 

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

７
月

９
月

１
１

月
１
月

３
月

５
月

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５

年

（出典） 厚生労働省「毎月勤労統計調査」（「８時間あたりの賃金（ボーナス含み、超勤含まない）」の直近１２か月平均）

全産業（パート等除く）

建設業

全産業

（円／日）

○全産業の平均の賃金は上昇傾向。

○建設業についても、賃金は上昇傾向であり、さらに全産業に比べ上がり方が大きい傾向。
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見直しの内容「労働基準法」（平成30年６月成立）
罰則：使用者に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

原則 （１） １日８時間・１週間 40時間

（２） 36協定を結んだ場合、協定で定めた時間まで時間外労働可能

（３） 災害その他、避けることができない事由により臨時の必要がある場合には、労働時間の延長
が可能（労基法３３条）

３６協定
の限度

・原則、①月45時間 かつ ②年360時間（月平均30時間）

・特別条項でも上回ることの出来ない時間外労働時間を設定
③ 年 720時間（月平均６０時間）
〇 年 720時間の範囲内で、一時的に事務量が増加する場合にも上回ることの

出来ない上限を設定
④a. ２～６ヶ月の平均でいずれも 80時間以内（休日労働を含む）
④b. 単月 100時間未満（休日労働を含む）
④c. 原則（月 45時間）を上回る月は年６回を上限

※災害の復旧・復興の事業には、④a、bは適用されません。

○労働基準法の改正により、時間外労働規制を見直し
○違反した場合、使用者に６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金
○大手企業は平成３１年４月から、中小企業は令和２年４月から適用

⇒建設業は令和６年４月から適用

建設業における時間外労働規制の見直し（働き方改革関連法）
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罰則付き時間外労働規制に対する国交省の取組

令和６年４月以降、建設業においても罰則付きの時間外労働規制が適用されることを踏まえ、国交省直轄工事における
週休２日モデル工事の拡大に加え、地方公共団体、民間発注者、建設業者等への働きかけ等を実施

①週休２日モデル工事の取組件数を順次拡大

②月単位での週休２日確保へ向けた取組の推進

・仕様書等を週休２日を前提とした内容に修正
・工期設定の指針等を見直し
・工期の一部の交替制への途中変更を検討
・新たな経費補正措置の立案を検討
・公共発注者と連携した一斉閉所の取組拡大

幅広い周知の実施

・労基法に対する懸念点等
についてチラシの作成、
周知【厚労省と連携】
・週休２日に向けた取組の
好事例集の作成、周知

幅広い周知の実施

・適正な工期設定について
経済団体本部(経団連等)
での講演等による周知

・地域経済団体(商工会議
所等)へ働きかけ

＜モニタリング調査による周知・注意喚起＞厚労省と連携】

・調査対象：発注者・元請業者

直轄工事

地方公共団体

週休２日の確保を考慮した適正な工期設定や
必要となる費用の予定価格への反映を要請

・各都道府県・市区町村との会議の場において
各地方公共団体に対して直接働きかけ

・市町村議会に対する働きかけ

週休２日の質の向上へ向けた取組推進 民間発注者 建設業団体

直接的な働きかけ

周知・注意喚起 周知・注意喚起

＜会議体や説明会を通じた周知＞【厚労省と連携】
・都道府県労働局主催の協議会※で働きかけ
・労働基準監督署での説明会で働きかけ
※都道府県労働局、建設業団体、発注者団体、地域経済団体、地方整備局、都道府県等で構成される会議体

一般国民 周知活動による働きかけ

【厚労省と連携】
PR動画のWebCMでの放送のほか、
特設サイトや広報ポスターによる周知
【動画掲載先】
■はたらきかたススメ特設サイト

URL：https://hatarakikatasusume.mhlw.go.jp/
■厚生労働省YouTube

URL（30秒） ：https://www.youtube.com/watch?v=lVzm-abWkZY
URL（３分20秒）：https://www.youtube.com/watch?v=H_7_PLvJuNU

働き方改革推進に係る広報ポスター⇨ 8



働き方の変化 （令和4年度テレワーク人口実態調査（R5.3、国土交通省））

新型コロナウイルス感染拡大をきっかけとして社会全体のデジタル化が進展し、各種デジタルツール
を活用することによりテレワークが浸透してきている。

【雇用型テレワーカー】 ICT等を活用して、普段出勤して仕事を行う勤務先とは違う場所で仕事をす

ること、又は勤務先に出勤せず自宅その他の場所で仕事をすること。

【自営型テレワーカー】 ICT等を活用して、自宅で仕事をすること、又は普段自宅から通って仕事を

行う仕事場とは違う場所で仕事をすること。

※1：「Meta（超越）」と「Universe（宇宙・世界）」を組み合わせた造語。その定義はさ

まざまだが、コンピュータネットワーク上の3次元の仮想空間（または仮想空間を

活用したサービス）のことを指す場合が多い。

※2：端末等を通して離れた場所のロボットを遠隔操作し、そのこに存在しているか

のようにコミュニケーションや作業等を行うことができる技術。

Web会議ツール（Zoom等）

チャット（Teams等）、SNS（LINE等）

業務用スマートフォン、タブレット端末

勤怠管理ツール、グルーブウェア

ファイル共有ツール

電子決裁ツール

プレゼンス（在席状況）管理ツール

メタバース（※１）、アバター（※２）等

その他

■雇用型テレワーカー（n=9,404）

■雇用型非テレワーカー（n=26,595）

勤務先のデジタルツールの活用状況

70.1％
28.6％

56.0％

13.9％

31.4％

10.4％

29.3％

7.9％

28.2％

7.1％

21.9％

4.8％

5.1％

1.1％

3.3％

0.8％

0.2％
0.3％
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働き方の変化 （令和4年通信利用動向調査の結果（R5.5.29、総務省））

○新型コロナウィルス感染拡大をきっかけに、移動時間の活用、ＷＬＢの向上等を理由に、
企業のテレワーク導入が進んでいる状況。

○建設業においても、テレワークの導入は進んでおり、全業種平均よりも導入率は高くなっている。

テレワークの導入状況 テレワークの導入目的

（全業種） （全業種）

51.7 3.5 44.7

51.9 5.5 42.6

47.5 10.7 41.9

令和4年
（n=2,426)

令和3年
（n=2,393)

令和2年
（n=2,221)

■テレワークを導入している ■今度導入予定がある ■導入していないし、具体的な導入予定もない
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インフラ分野のＤＸの取り組み（インフラ分野のDXアクションプラン2（2023.8国土交通省））

○近年「デジタル・トランスフォーメーション（DX：Digital Transformation）」が様々な業界・業種で本格的に進展。
○国土交通省では、インフラ分野の DX の取組みをさらに深化させるため、３つの観点（図参照）で

分野網羅的、組織横断的に取組みを図ることとし、「インフラ分野の DX アクションプラン（第２版）」を策定。

＜アクションプラン２の本文（インフラ分野のＤＸの目指すべき将来像）より抜粋＞
インフラ分野の DX を推進する中で、第１版に掲げた、「①手続きなどいつでもどこでも気軽にアクセス」（利用者の自宅や事務所から手続等が実施可能）、
「②コミュニケーションをよりリアルに」（3 次元データによるコミュニケーションの推進により、関係者間の正確でリアルな情報共有を可能に）、

「③現場にいなくても現場管理が可能に」（建設業の現場における施工・出来高確認・災害復旧・点検等の作業を遠隔化・自動化・自律化）についても実現
に向け取り組みを進めていきます。
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施工管理業務におけるＩＣＴ技術の活用について

＜ICT技術の事例※１＞

※1:第４回投資等ワーキング･グループ（R2.11）「資料2-1_監理技術者の配置における専任要件の緩和について」（戸田建設提出資料）より
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【下請け】施工管理業務におけるICT技術の活用状況
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【元請け】施工管理業務におけるICT技術の活用状況

■ 導入済み／■ 導入予定あり／■ 導入予定なし

＜施工管理業務におけるＩＣＴ技術の活用状況＞※２

※2：適正な施工確保ための技術者制度検討会（２期）第３回資料より12



監理技術者等の職務と遠隔での施工管理の考え方

＜遠隔での施工管理の考え方※＞

監理技術者等の職務について、遠隔での施工管理が可能な部分がある一方で、工事内容等によっては、
直接現場にての確認等を要すると考えられる職務もある。

●元請の監理技術者等の職務
役割：請け負った建設工事全体の統括的施工管理

●ICT、連絡要員により補助できる職務内容の例
※ICT、連絡要員の補助があっても現地での対応が必要な場合の例

施工計画
の作成

請け負った建設工事全体の施工計画書等の作成
下請の作成した施工要領書等の確認
設計変更等に応じた施工計画書等の修正

パソコン・メール等を使用した計画書等の作成
メールやクラウドストレージ等を活用した要領書等の共有
パソコン・メール等を使用した計画書等の修正

※内容によって現地の状況を直接確認する必要がある

工程管理

請け負った建設工事全体の進捗確認

下請間の工程調整
工程会議等の開催、参加、巡回

スマートフォンやウェアラブルカメラ等と連絡要員を活用した動画や静止画による進捗確認、
CCUSによる現場施工体制の確認

※画角の狭さ等から現場全体の把握は難しいことがある
オンラインシステムを活用した工程調整
WEB会議による工程会議等への参加

品質管理
請け負った建設工事全体に関する下請からの施工報
告の確認、必要に応じた立ち合い確認、事後確認等
の実地の確認

スマートフォンやウェアラブルカメラ等と連絡要員を活用した動画や静止画での立会確認
※岩やコンクリートの表面の状況、微細な亀裂の状況、
夜間の照明反射などリモートでの確認が難しいものもある

技術的
指導

請け負った建設工事全体における主任技術者の配置
等法令遵守や職務遂行の確認
現場作業に係る実地の総括的技術指導

技術者配置のスマートフォン等での確認
WEB会議による打ち合わせ等による技術的指導

※定型的でないものなど対面による指導が必要な場合がある

その他技術
上の管理

請け負った建設工事全体の事故防止対策の立案、騒
音・振動等及び建設副産物等への対応
請け負った建設工事全体の災害・事故その他不測の
事態への対応
関係法令に基づく職務（労働安全衛生法に基づく統
括安全衛生責任者を兼ねる場合等）

パソコンとソフトを使用した計画の策定とメール等を活用した計画の共有
スマートフォンやウェアラブルカメラ等と連絡要員を活用した動画や静止画の確認

※事故・災害時には、遠隔から一時的な連絡等は出来るが、現場状況に即してより複雑・迅速
な判断・指示を出すことは困難。
※関係法令の制約を受ける。また、安全管理、作業員の状況把握は直接現場で行うことが効果
的な場合がある。

「監理技術者制度運用マニュアル」に
おける監理技術者等の職務 (一部追記)

＋
監理技術者等が現場で確認・立会 等

ICT、連絡要員を活用した適正な施工管理
(多くの建設業者が実施可能な内容)

（下請けの主任技術者についても下記に準じる。）

注）３次元データを活用した現場管理（BIM/CIM)、
レーザースキャナによるリアルタイムの出来形管理な
ど、さらなる業務の効率化を図っている事例もある。

※適正な施工確保のための技術者制度検討会（２期）令和４年５月とりまとめ
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技術者制度・技術検定制度にかかる制度改正の変遷

14

年度 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

技術者
制度

技術
検定

特例監理技術者制度導入

特定専門工事主任技術者配置緩和

監理技術者等の専任の明確
化（常駐ではない旨、研修参加
等の取り扱い）

学科・実地試験→１次・２次検
定に変更し、技士補創設

２級１次検定の受検資格
改正（１７以上すべて）

配置・専任金額の
引き上げ

配置・専任金額の
引き上げ

監理技術者等の途中交
代の条件見直し

（受発注者による合意に
て可能）

監理技術者等の途中
交代の明確化

（出産、育児、介護等
を例示追加）

電気通信工事
種目の新設

２級学科
年２回化導入
（土木・建築）

２級学科
年２回化導入
（土木・建築以外）

官公需組合内の
在籍出向開始

登録機関技能者
の主任技術者要
件追加

外国での学歴・実務経験の
認定開始

２級合格者に１級１次検定受
検資格付与

※技術者の配置・専任にかかる主な取り組み掲載しているものであり、本資料に掲載していない
取り組みも適宜実施している。



労働災害発生状況（建設業労働災害防止協会資料）

15※建設業労働災害防止協会ＨＰ掲載資料より国土交通省作成

【注釈】
・平成２４年以降の休業４日以上の死傷災害件数については、労働者死傷痛報告による。
・死亡災害件数については、「死亡災害報告」による。
・令和２年、３年は、新型コロナウィルス感染症のり患による労働災害を除く。

建設業の労働災害発生状況

17189 17184

15584
15058 15129 15374 15183

14790 14926
14539

342
377

327
294

323 309

269 256
278 281

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

12000

13000

14000

15000

16000

17000

18000

19000

20000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

死傷者数

死亡者数


